
 
 

調定手続の不備 

監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成30年10月４日） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

中之島図書館 

  

 

 行政財産の貸付料に係る徴収事務において、調定すべき時期を失し、当該契約に基

づく納期限を誤って調定していた。 

【大阪府立中之島図書館府有財産賃貸借に関する基本協定】 

（貸付料の支払） 

第５条 乙は、第４条第１項の貸付料について、毎年度４回に分け、甲の発行する

納入通知書により甲に支払わねばならない。 

２ 各年度の第１回分は４月30日までに、第２回分は７月31日までに、第３回分は

10月31日までに、第４回分は１月31日までに支払うものとする。ただし、本契約

にいう会計年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までとする。 

 

【府有財産賃貸借契約書】 

（使用目的） 

第３条 乙は、貸付物件を直接「カフェの営業を目的」として使用しなければなら

ない。 

（賃貸料の支払） 

第７条 乙は、第５条に定める賃貸料を、甲の発行する納入通知書により、四半期

（３箇月）毎に甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、前項に定める支払期限までに賃貸料を支払わなかったときは、支払期限

の翌日から支払の日までの日数に応じ遅延利息として当該金額につき年５パーセ

ントの割合で計算した金額（500円未満を除く。）を、甲の発行する納入通知書に

より、甲に支払わなければならない。ただし、大阪府財務規則に定める違約金利

率に改定があったときは、改定後の利率による。 

 

（注）「甲」については賃貸人 大阪府を示し、「乙」については賃借人を示す。 

 

平成29年

度の調定 
調定年月日 調定額 

納入期限日 
収納年月日 

本来の納期限 

第１回分 平成29年４月26日 810,000円 平成29年５月16日 
平成29年５月12日 

平成29年４月30日 

第２回分 平成29年９月１日 810,000円 平成29年９月21日 
平成29年９月13日 

平成29年７月31日 

第３回分 平成30年３月23日 810,000円 平成30年４月12日 
平成30年４月11日 

平成29年10月31日 

第４回分 平成30年３月23日 810,000円 平成30年４月12日 
平成30年４月11日 

平成30年１月31日 
 

 

 

 検出事項について調定すべき時期を失した原因を確

認し、所属のチェック体制を強化する等、再発防止に向

け必要な措置を講じられたい。 

 

【地方自治法】 

（歳入の収入の方法） 

第231条 普通地方公共団体の歳入を収入するとき

は、政令の定めるところにより、これを調定し、納

入義務者に対して納入の通知をしなければならな

い。 

 

【地方自治法施行令】 

（歳入の調定及び納入の通知） 

第154条 地方自治法第231条の規定による歳入の調

定は、当該歳入について、所属年度、歳入科目、納

入すべき金額、納入義務者等を誤つていないかどう

かその他法令又は契約に違反する事実がないかど

うかを調査してこれをしなければならない。 

 

【大阪府財務規則】 

（歳入の調定） 

第22条 歳入徴収者は、歳入を調定しようとするとき

は、年度、会計、科目、所属、金額、納期限、納入

義務者等を誤っていないか、その他法令又は契約に

違反する事実がないかを調査の上調定伺書（様式第

20号）を作成し、これを決定しなければならない。 

 

【大阪府財務規則の運用】 

第22条関係 

４ 法令、契約等により分割して納入させる処分又は

特約をしている債権は、当該処分又は特約に基づく

納期限が到来するごとに調定するものとする。ただ

し、年額又は数回分を同時に納入義務者に通知する

必要があるもの（府営住宅の使用料、学校の授業料

等）については、年間分又は数回分をまとめて調定

することができるものとする。 
 

 

 検出事項について、

調定すべき時期を失し

た原因は行政財産の貸

付料に係る徴収事務に

おいて大阪府立中之島

図書館府有財産賃貸借

に関する基本協定及び

府有財産賃貸借契約書

を十分に確認していな

かったためである。再

発防止に向け、徴収事

務に当たって、収入の

原因となる契約に係る

契約書等の証拠書類の

管理及び確認を徹底す

るとともに、総務課内

で関係事務のスケジュ

ールを共有し、所属の

チェック体制を強化し

た。 

 


